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次に、自治労道本部難波副執行委員長から挨拶があった。春闘のみならず、日常運動の継続が大切である。





1月25日（土）13時半からホテルテトラ函館で開催した。21単組2総支部82名が参加した。


冒頭、主催者を代表して渡島地本川村執行委員長から挨拶があった。単組においては要求書提出、交渉、妥結という基本的な運動を継続してほしい。さらに、その結果を組合員に周知することが大切である。


4月には七飯町長選挙を控えており、全単組の協力をお願いしたい。





渡島・檜山地方本部合同2014春闘討論集会開催





川村執行委員長





給与制度の総合的見直しは自治労や日教組つぶしが狙いである。不当な人勧を出させない取り組みとして1人5筆の署名を全体でやり抜いてほしい。








次に、2014国民春闘方針について、自治労道本部柳田自治体政策部長、同木村臨時執行委員からそれぞれ提起があった。


柳田自治体政策部長からは給与制度の総合的見直し及び地財確立についての内容であった。





柳田自治体政策部長





難波副執行委員長





給与配分は地公給与を削って、霞が関（キャリア官僚）に配分するものである。1人5筆の個人署名を取り組むことになるが、多くの反対意見を集めると有利な交渉ができる。地財確立については、少子高齢化のため、国内全地域に等しく交付税を配分することはできない拠点都市や定住自立圏の都市に多く配分するしくみとなっている。今後、地財確立をより効果的に進めるために、議会で意見書採択を行うことが重要となる。





木村臨時執行委員からは労働者自主福祉運動についての提起があった。


昨年6月の統合以降自治労共済からマイカー共済に移行しつつあるが





木村臨時執行委員





渡島地本柴田書記長及び檜山地本野崎書記長から渡島・檜山の2013秋期闘争中間総括（案）についてそれぞれ提起があった。渡島地本柴田書記長からは、単組オルグでは、





組合員の負担にならないように、保険料の安い方を使えるようなシステムとなっている。このような制度が十分に周知されていない。「組合員でよかった」と思えるように伝えてほしい。特に自賠責共済は1～3月の自賠責満了者及び新車購入者の100％加入をめざしてほしい。


その後、北海道労働金庫函館支店千石渉外係長、全労済道南支店佐々木副支店長から、それぞれの運動の推進についての提起があった。





渡島地本柴田書記長





青年部も同席し、意思統一を図った。未交渉単組や当局の動き待ちの姿勢の単組もあったが、自らの労働条件改善のため交渉を行う必要がある。当局側の連携に対しては、組合側も横の繋がりを強める必要性がある。現業公企闘争では、要求書に対して、個別事項毎、または、大まかに回答を行う当局に分かれている実態がある。秋期闘争の積み残しや、課題解決に向けて春闘期にしっかり交渉を行っていく必要があると報告を行った。


檜山地本野崎書記長からは、再任用制度の導入の取り組みや、地公給与削減の3月終了を確認しているが、念押しが必要であると報告を行った。





檜山地本野崎書記長





次に渡島檜山地方本部2014国民春闘方針について、渡島地方本部田丸書記次長から提起があった。たたかいの展開では全単組が要求書提出を行い、労使確認事項については書面締結を行うこと。また、職場において臨時・非常勤職員が増加しており、処遇改善が必要である。


職場の勤務労働条件の改善には、そこに働く臨時非常勤の声を反映させる必要があるので、組織化に向けた取組が必要である。


4月の新規採用者には組合加入オルグと自治労共済や、ろうきん口座の開設等を積極的に取り組んでいく必要がある。その後、単組の取り組みの経過、意見、質疑等が行われた。





な働きかけを含め、中央本部や連合と連携をとり、取り組んでいく。地域の切り捨てとならないよう地域で運動を作ってほしい。リストバンド・腕章は職場内で着用しにくいものであるが、全体で取り組めるものと考えている。各単組で総意工夫した取組みをお願いしたい。再任用については4月開始に向けて、全員が受けられるように取り組んでいく。





函館市公共サービス労組結成　～仲間として歓迎～





交流会では、2013年11月13日に設立された「函館市公共サービス労働組合」の紹介と歓迎が行われた。自治労の仲間として、全面的な支援を要請した。








中野書記長（左）と工藤委員長（右）











当増額の要求は、先駆的な取り組みであり、他の単組の参考になる。


全道庁に出されている攻撃は、管内の自治体、地域に影響を与える。地本全体でたたかっていく必要がある。


七飯町労連による単組の取り組みの強化とともに、地本全体として取り組みを行っていく。


　木古内町労連による再任用制度の交渉内容が管内の交渉を先行していただいたことに感謝、渡島檜山春闘方針の提起方法については改善を行う。


環境衛生労組による春闘の取り組みに対しては、公共民間労組・自治体労組が今春闘期に結集してたたかっていくことが必要である。


（道本部答弁）


　2006年の給与制度の見直しについては、道本部としても総括を行う。見直しの人勧を出させない取り組みとして署名に全力を上げてもらいたい。　　　地財の確立については政治的　　　


　　　　　　　　　　　　　

















発言する集会参加者





環境衛生労組大橋委員長からは、清掃共闘に結集していく中で、今後各単組毎に春闘期に向けてたたかいを行っていくと決意表明がされた。


　木古内町労連平野副委員長からは、給与制度見直しや、地財の取り組み、春闘期の戦術配置や、春闘方針の提起方法等についての質疑がされた。


　八雲町職労竹内委員長からは、国が地方交付税を恣意的に利用しているため、地方の行革努力を水泡にしている。地方６団体と連携した取り組みの要望の発言があった。


（地本答弁）


　八雲町職労による通勤手あ木古内町労ろ





























（道本部からの答弁）


腕章、リストバンドについては職場でしずらいことは理解している。道本部としても全体で取り組める戦術として提起している。各単組で総意工夫した取組みを期待したい。





八雲町職労池田書記長からは、再任用制度や、青年部からの要求によるトイレ改修、長距離通勤を強いられている実態を考慮した通勤手当増額要求の取り組みの経過と、七飯町長選挙のたたかいを通して来年の統一自治体選挙への前哨戦としてたたかうとの発言がされた。


七飯町労連小林副委員長からは、単組における七飯町長選挙における取り組み状況と支援のお願いについての発言があった。


全道庁労連渡島総支部鎌田副委員長からは、道の15年に及び独自削減と現在新たに提案されている内容とスト配置に伴う支援のお願いがされた。


木古内町労連阿部書記長からは、老健施設の全摘への移行、再任用制度や、独自削減の緩和の経過や、七飯町長選挙を支援していくと発言があった。





渡島地本田丸書記次長





渡島地方本部は2013年12月2日の第2回執行委員会及び第1回単組総支部代表者会議で七飯町長中宮安一氏を推薦決定しております。








